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革新 的報酬政策 と組織 コミットメ ントおよび

組織文化 の関係

松 山 一 紀

要 旨 本稿の目的は多 くの現代 日本企業によって採用 されつつある革新的報酬政策をジェネ

ラル ・マネジメン トのなかに位置づ けるべ く,特 に,従 業員 の組織に対す るコミッ トメン ト

や組織文化 に注 目して,そ れ らとの関係を明らかにす ることにある。 日本的経営の代表格 と

される大手電機メーカー松下電器 を対象 に調査を実施 した結果,革 新的報酬 政策 が組織 コ

ミットメン トと組織文化に対 して影響力を有 していることが確認された。

Abstract The purpose of this paper is to verify the relationship among an innova-

tive reward policy adopted by many Japanese company, employees' commitment to-

ward their organization and organizational culture in order to see the innovative 

reward policy from the standpoint of general management. A survey was con-

ducted for employees of Matsushita Electric Industrial Co., Ltd. which is typical 

Japanese—style management. As a result of the investigation, it was found that 

this policy has an impact to organizational commitment and organizational culture.
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1.は じ め に

グローバル ・スタンダー ドとのせめぎあいのなかで,現 代 日本企業の多 くが報酬制度改

革に取 り組んでいる。 しか し,そ うした改革が組織 において,ど のような意図の もとに企

て られ,ま た組織 に対 して どの ような影響を もた らすのか といった点につ いての精緻 な議

論 はあま りな されていない。

そ こで本稿は企業における革新的報酬政策を ジェネラル ・マネ ジメン トの視点か ら捉え

ることによ って組織全体の中に位置づ け,他 の組織活動や要素 との間の関係を探 ることを

目的 とす る。また,こ うした報酬政策の分析を通 じて,現 在進行 しつつある日本的人事管

理慣行の変化を浮 き彫 りにできればとも考えている。

そ もそ もHRM政 策の企画,実 践,評 価 に対 して,ジ ェネ ラル ・マネ ジメン トの視点を

導入す ることの重要性 を強調 したのはBeer,Spector,Lawrence,Mills&Walton(1984)

であ った。彼 らによれば,例 えば報酬政策 についての意思決定は企業の ビジネス戦略や経

営理念,そ の他 のHRM政 策 と一貫性が保たれた ものでなければならない。 また,HRM

の諸政策 はマネ ジメン トの示す価値観 と合致すべ きであ り,経 営の示す価値観が ビジネス

戦 略にも反映 され,影 響を与えてい くべきである。 さらに彼 らは,ビ ジネス理念が もとに

な って ビジネ ス戦 略やHRM施 策が形成 され運用 され る とも述 べて お り,こ れ らか ら

HRM施 策,組 織戦 略,組 織 の価値観,経 営理念 との間 には密接な関係 のあることが想定

されることになる。

加えて報酬政策 は,企 業 として どのよ うな組織を作 って維持 したいのか,ま た企業 と し

て従業員 にどんな行動,態 度 を取 って欲 しいのか とい う点に関する企業か らの強力なメ ッ

セージであ り,組 織構成員の行動や態度がHRM施 策の成果であると考え られる。 そこで

本稿では特 に,組 織構成員の態度および組織文化(経 営理念 ・価値観)に 焦点を絞 って,

それ らと革新的報酬政策 との関係を探 ることに したい。

H.問 題

1.革 新的報酬政策

革新的 もしくはイノベーテ ィブな報酬政策 に対す る厳密な定義は今の ところ見当た らな

いが,産 業界や学界におけるその一般的な使用 のされ方か ら推測すれば概ね次 のようにな
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ろう。つま り革新的報酬政策 とは,「現状を打 開すべ く組織変革 を企図 して導入 され る,従

来 にない斬新な報酬政策」であると。そ して この場合 の組織変革 とは古川(1990)の 言 う

「攻 めの組織変革」 を指 してい る。

具体的な報酬政策 としては,年 俸制やス トック・オプション(威,1999;Wilson,1995),

特 に最近の 日本 では福利厚生 のカ フェテ リア ・プランや退職金前払い制度(威,ユ999)が

取 り上 げられている。 また,今 回後 に取 り上げ る早期退職優遇制度や地域 限定社員制度な

ども革新的報酬政策 に含 めることができるもの と思われる。

そ こで,こ う した革新的報酬政策 が導入 され る背景 および目的をま とめると次 のように

なる。 まず第1に 成果主義 による従業員特 に若手及 び優秀人材 のモチベー ション向上であ

る。従来か ら日本企業においては年功序列慣行が強 く,若 いときの低賃金を中高年 で取 り

戻す というシステムが維持 されて きた。 しか し,高 齢化や市場環境の急速な変化 に対応す

るためには若手優秀層の意欲 を喚起 していかな くてはな らないため,年 俸制 や成果主義的

な賃金制度が非管理職層 にまで導入 され始めて いるのである。

この ことは退職金前払 い制度 にも当てはまる。退職金前払い制度は退職金 の給与上乗せ

制度 とも呼ばれ,退 職金相当額 を在職 中に分 割支給 してい くとい う制度 を指 して お り,

1998年 に松下電器が 「全額給与支 払い型社員制度」という名称で導入 して以来関心を集 め

続 けている制度である。退職金制度 も従来の年功序列慣行 を色濃 く反映 しているため,若

年期 に自己投資を図ろうとしている従業員には魅力 がな くなってきている。 そ こで,賃 金

を 「時価主義化」 して,従 業員 の選 択肢 を増 やそ うとい うのが この制度 のね らいであ る

(労務行政研究所,2000)。

次 に優秀な人材,も しくは組織 目標を達成す るために必要な人材を確保 し定着 させるこ

とである(McKenna&Beech,1995)。 市場環境変化の激 しい業界では 自社 で人材 を育成

す るよりも,外 部労働市場か ら即戦力 として必要な人材 を確保 す るほうがよ り合理 的であ

る。 また,労 働市場の流動化が進めば,そ うした人材の確保だ けでな く定着促進 も図 らな

くてはな らない。 そ してそのためには,貢 献度 に応 じた処遇 システムを用意 しておかなけ

ればな らないのである。年俸制や ス トック ・オ プション,業 績連動型給与な どに当てはま

ろう。

最後 に社員の 自立(律)化 である。そ もそ も報酬 および福利厚生政策 は従業員の定着を

促進する目的で採用 されて きた。 しか し日本企業 においては,根 強 い終身雇用慣行 な ども

あって雇用が保証 されているため,従 業員 の組織 に対する依存心 まで もが醸成 されてきた

といえる。 その典型的な例が退職金制度であろう。退職金制度は終身雇用慣行 を維持す る

一161(725)一



第52巻 第3号

ツール とも言 われてお り(舟橋,1983),長 期勤続者 に有利な仕組 み とな っている。 さらに,

自己都合で退職す る社員 には不利な制度で もある(八 代,1999)。

こうした意味 において退職金前払い制度 は,従 業員の依存心 を弱めることを意 図 してい

るよ うに見受 け られ る。年俸制な どの成果主義的な賃金制度 も,個 人 と組織 との対等な関

係を想定 してお り,従 業員 は自己責任 を求め られているといえる。 また,カ フェテ リァ ・

プラン,地 域 限定社員制度そ して早期退職優遇制度 にみ られ るように,革 新的報酬政策 の

多 くは社員の選択 に負 うところが大 きい。つ ま り,選 ぶ 自由を得 るかわ りに責任 や リスク

を自らで背負わな くてはな らないとい うことなのである。特 に早期退職優遇制度 について

は転職支援を併せて実施 している企業が多 く,組 織が個人 の依存心 を軽減 し自立化を促 そ

うとしていることは明 らかであるように思 われる。

本稿 では特 に,こ の第3の 目的 に照準を合 わせる。組織行動論的観点 に立てば,社 員 の

態度 や行動において重要視 されるのは,と りわ け現代 日本企業 においては,こ の 「社員の

自立化」であると思 われるか らで ある。

2.組 織 コ ミッ トメ ン ト

退職金前払 い制度 をは じめ とす る革新的報酬政策 を分析す るにあた って,最 も適合的で

あると思われる組織要素 に組織 コ ミットメン トがある。前述 したように,HRM政 策の目

的の一つ は組織 に とって望 ま しい行動や態度 を生 じさせ ることであ る。そ こでBeeret

a1.(1984)はHRM政 策 を評価 す る際 の重要 な指標 と して組織 コ ミッ トメ ン トを取 り上

げているのである。

Aranya,Kushnir&Valency(1986)に よれば,組 織 コ ミッ トメ ン トに注 目が集 まっ

ている理 由は次の三つに整理 され る。第1に 組織 コミッ トメン トの高 い従業員が低 い従業

員 よりも高いパ フォーマ ンスを示 し,第2に 職務満足のような他の態度よ りも組織 コ ミッ

トメン トの ほうが従業員 の離職 などの組織 的成果をよ りよ く予想でき,第3に 組織 コ ミッ

トメ ン トの高 い組織構成員 は役割以上 の働 きをすることが多 く,組 織の生産性に結 びっ く

と考え られているか らである。

近年,米 国においては 日本以上 に組織 コ ミッ トメ ン トが重視 されてお り,い わゆるハ イ

コ ミッ トメン ト・モデル(Lawler,1986;Walton,1985)や 革新的労働慣行(innovative

workpractice),高 業績労働慣行(highperformanceworkpractice;HPWP)が,ど

のような組織 や状況 において も高 い成果 を生 み出す最善 のHRM施 策で あるとす る見解

が根強 い(Arthur,1994;Huselid,1995;Pfeffer,1994)。
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これ らは従 業 員参 加 型 の経営 を志 向す る 且RMモ デ ル で あ り,従 業 員 の組 織 や職務 に対

す る コ ミッ トメ ン トを増 大 させ る こ とを主 眼 と して い る(Lawler,1986;Walton,1985)。

ま た,Baron&Kreps(1999)に よれ ば,「 ハ イ コ ミッ トメ ン トHRMと は労働 者 に よ り

多 くを与 え る こ とによ って,労 働 者 か らよ り多 くを引 き 出す ことを 目的 と した様 々なHR

(人 的資 源)施 策 の集 合体(ensemble)に 対 して用 い る一般 的な キ ャ ッチ ・フ レーズ(p.189)」

を指 して い る。 そ してそ の具体 的特徴 と して,雇 用保 障,平 等主 義 自己管 理 チ ー ム,職

務 拡 大 お よび職 務充 実,割 り増 し賃金,チ ー ム ・ユ ニ ッ ト ・企 業業 績 に基 づ いた イ ンセ ン

テ ィブ給,広 範囲 の訓 練,広 範 囲の職 務 ロー テ ー シ ョン,企 業 の あ らゆ る側 面 に お け る情

報 開示,風 通 しの よい コ ミュニ ケ ー シ ョン,チ ー ム ワー ク文化,幹 部候 補 生 の広 範 な審 査,

オ ー ナー シ ップの 強調 が取 り上 げ られ て い る。

この よ うに米 国 に お いてベ ス ト・プ ラクテ ィス と して 捉 え られ て い るハ イ コ ミッ トメ ン

トHRMで は あ るが,現 代 の 日本 企 業 にお いて は必 ず し も当 て は ま らな い。 察(1998)も

言 うよ うに,現 代 日本 企業 はイ ノベ ー テ ィブな戦 略 を採 用 しよ う と してお り,HRMモ デ

ル もそ れ に準 じた もの にな ろ う と して い る。 つ ま りむ しろ 日本 企 業 は ハ イ コ ミッ トメ ン

ト・モデル か ら脱却 しよ う と して い るよ うに見 え るので あ る。

そ もそ も 日本 人 労働 者 によ る組 織 コ ミッ トメ ン トの高 さは,日 本 企 業 の競 争優 位 の源泉

で あ る と考 え られ て きた。 そ してそ れ は また経 営 者 の共 同体 的 な企 業 観 に も支 え られ て い

た といえ る(e.g.Lincoln&Kalleberg,1985;Osterman,1994)。 日本企 業 にお いて高

い組 織 コ ミッ トメ ン トは規 範 的 に望 ま しい と考 え られ て きた ので あ る(板 倉,2001)。

しか し こ う した硬 直 的 な コ ミッ トメ ン ト理 解 に対 して は次 の よ うな批 判 が あ る。 例 え

ばSalancik(1982)は コ ミッ トメ ン トが組織 に とって良 いか悪 いか は一概 に は言 え な い と

した うえで,コ ミッ トメ ン トを選 択 的 に利用 す る こ との重要 性 を示 唆 して い る。 ま た守 島

(1996)は,「 組 織 の技術,雇 用 形 態,従 業員 の希 望 な どを考 え た場 合,す べて の状 況 で,

ハ イ コ ミッ トメ ン トが望 ま しい のか(106-7頁)」 と疑 問 を呈 して い る。 さ らに小 林(2001)

は 日本 企 業 のHRMシ ス テム が有効 性 を維 持 して い たの は,ハ イ コ ミッ トメ ン ト政 策 に起

因す る もので はな か った と して,必 ず し もハ イ コ ミッ トメ ン トが望 ま しい とは言 え な い こ

とを示 唆 して い るの であ る。

こ こに組織 コ ミッ トメ ン トの 内実 的 問題 が存 在 す る。 も し米 国 と 日本 の組 織 コ ミッ トメ

ン トに関す る志 向性 が異 な る と して,そ れ を真 に一元 的 に理 解 して も良 い のか とい うこ と

な の で あ る。 そ こ で 本 稿 で は,近 年 最 も多 くの研 究 者 か ら支 持 を受 け て い る(例 え ば

Chiu&Ng,1999;板 倉,2001;松 山,2002;Shore&Wayne,1993;鈴 木,2002;高 木,
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2003),Allen&Meyer(1990)の3次 元 モデ ル にお け る愛着 的(affective)コ ミッ トメ

ン トと存続 的(continuance)コ ミッ トメ ン トに注 目 した い。

こ こで愛 着 的 コ ミッ トメ ン トとは,組 織 に対す る愛 着 によ って コ ミッ トメ ン トが生 じて

い る状 態 で あ り,Mowdayetal.(1979)に 代 表 され る情 緒 的 な コ ミッ トメ ン トに対 応 し

て い る。 次 に存続 的 コ ミッ トメ ン トは組織 を離 れ る際 の コス トの知 覚 に基 づ くコ ミッ トメ

ン トで あ り,Becker(1960)に 代 表 され る功 利 的 コ ミッ トメ ン トの流 れ を汲 ん で い る とい

え る。 継続 的 コ ミッ トメ ン ト(鈴 木,2002)や 滞 留 的 コ ミッ トメ ン ト(板 倉,2001)と 表

現 され る こ と もあ る。

一 般 的 に組 織 コ ミッ トメ ン トが議 論 され る場 合 ,関 心 が集 中 す るの は前 者 の愛 着 的 コ

ミ ッ トメ ン トに対 して で あ ろ う。 組織 成 果(離 転 職 メ ンタル ヘ ル スな ど)に 積 極 的 な効

果 を もた らす の は コ ミッ トメ ン トの情 緒 的要 素 で あ る とす る研 究結 果 が 多 い こ とか ら もそ

れ は伺 え る(例 え ば松 山,2002;田 中,1996)。 また,組 織 コ ミッ トメ ン トの 内容 を分離

せ ず に行 って い る分 析 で も,内 実 は情 緒 的 な コ ミッ トメ ン トで あ る場 合 が多 い よ うに思 わ

れ る(例 え ば,Kalliath&Gillespie,1998;渡 辺 他,1990)。 従 って米 国 に お いて 関心 を

集 め て い るの は,愛 着 的 な コ ミ ッ トメ ン トを いか に高 め るか につ い て で あ る と考 え られ

る。

前 述 した よ う に,日 本 にお い て は米 国 と反 対 の コ ミッ トメ ン ト志 向性 が存 在 して い る よ

うに見 受 け られ る。 しか し,愛 着 的 な コ ミッ トメ ン トを弱 め る こ とが組 織 に と って好 ま し

い とは考 え に くい。 従 って,日 本 企業 にお いて模 索 されて い るの は,愛 着的 な コ ミッ トメ

ン トで はな く,存 続 的 な コ ミ ッ トメ ン トを弱 め る ことで あ る と予想 され る。 実 際,存 続 的

な コ ミッ トメ ン トも し くは類似 概 念 で あ る功 利 的帰 属意 識 が組 織 に と って消 極 的 内容 を有

す る と い う研 究 は数 多 い(例 え ば松 山,2002;Meyer,Paunonen,Gellatly,Goffin&

Jackson,1989;Shore&Wayne,1993;高 木,2003;田 中,1996)。 そ こで,現 代 の 日

本 企 業 は存続 的 な コ ミ ッ トメ ン トを弱 め るため に革 新 的報酬 政 策 を実 行 してい ると考 え ら

れ るので あ る。 で は,実 際 の と ころHRM政 策 は組 織 コ ミッ トメ ン トに対 して効 果 を有 し

て い る ので あ ろ うか。

3.HRM政 策 と組織 コ ミ ッ トメ ン ト

HRMと 組織 コ ミッ トメ ン トとの 関係 を扱 った実 証研 究 は 限 られ て い る(Meyer&Al-

len,1997)が,こ こで は特 に報 酬 福利 政策 なか で も米 国 にお いて研 究 蓄 積が 比較 的 多 い と

され る従 業員 持 ち株 制 度(employeeownershipstockplan:ESOP)を 例 に とって検討
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してみよう。

ESOPは 近年米国 において導入企業が増加傾 向 にあるといわれ る従業員福利施策であ

り,具 体的には企業が 自社株を直接,も しくは信託機関を通 じて従業員 に福利 として提供

す る施 策 を指 してい る(Klein,1987;Tucker,Nock&Toscana,1989)。 例 え ばK!ein

(1987)は 三つの満足 モデルを用いてESOPと 組織 コミッ トメン トとの関係 を調査 してい

る。その結果ESOPに 対す る満足感 と組織 コ ミッ トメ ン トとの間にかな り強 い相 関関係

のあることを確認 してい る。また特 に企業がESOPに 対 して コ ミッ トして いる程度 や,

ESOPに 関す る情報 を提供す るとい った企業努力 の程度が組織 コ ミッ トメ ン トとの間に

有意な関係を有 していることを見 出 している。 またKlein&Hall(1988)に おいて も同様

の結果が見 出されている。

またBuchko(1993)は パ ス解析を用 いて,ESOPの 経済的価値が直接,ESOPに 対す

る組織構成員 の満足 と職務満足 に影響 を及 ぼす こと,さ らにESOPに 対す る満足が組織

コ ミッ トメン トを高 めることを明 らかに して いる。従 ってESOPの 経済的価値 は間接 的

に組織 コ ミッ トメ ン トに対 して影響を及 ぼす ということになる。

ESOPを 導入す る以前 と以後を比較 した研究 にTuckeretal.(1989)が あ る。彼 らは

ESOPが 導入 され る6ケ 月前 と導入 されてか ら9ケ 月 の後 に質 問紙調査 を行 って いる。

その結果,Esbp導 入後の組織構成員の職務 満足 および組織 コ ミッ トメ ン トの値 が有意に

高 くなることを見 出 した。特 にそれは組織 コ ミットメン トにおいて顕著であ った。以上か

ら,HRM政 策 と組織 コミッ トメ ン トの間に何 らかの関係を想定することは不可能 でない

ことが理解で きる。そ こで これまでの議論か ら次 のような仮説 を設定 した。

仮説1-1革 新 的報酬政策 は存続 的 コ ミッ トメ ン トに対 して負の効果を有 しているであ

ろう。

革新的報酬政策 の対極 に位置す るHRM政 策 として,伝 統的な福祉政策 が想定 され る。

住宅手当,休 暇制度,従 来か らの退職金制度,そ して前述 の従業員持 ち株制度 などは もと

もと組織 の構成員 を確保 ・維持す ることを 目的 としていた。つま り,構 成員 の組織 に対す

るコ ミッ トメ ン トを高めるために企図 された政策 だったのである。そ こで次 のような仮説

が考 え られる。

仮説1-2伝 統 的福祉政策 は愛着 的 ・存続的 コ ミッ トメ ン トに対 して正の効果 を有 して
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いるであろ う。

冒頭 に も述べているとお り,こ うした政策 は個々別 々に実施 され るよ りも,相 互 に関連

し合 い統合 された状態で実践 される方が,高 い組織成果を生み出す と考え られている(例

えばBeeretal.,1984;Macduffie,1995な ど)。 組織 コ ミッ トメ ン トを組織成果 として捉

えるのであれば,次 のような仮説 を設定す ることが可能 となろう。

仮説1-3HRM政 策 は単独で実施 するよ りも類似機能を有 した他の政策 と合わせて実

施す る方が より高 い効果を発揮するであろう。

4.組 織文化

最後 に組織文化につ いて触れておこう。組織文化が米 国企業 の経営活動において重要視

され るよ うにな ったの は1980年 代 の 日本企業 の成功 に端を発 して い るといわ れて お り

(Mintzberg,Ahlstrang&Lampel,1998),近 年 では経営戦略 との関連 において も語 られ

るようにな って きた(加 護野,1983)重 要な組織要素の一つである。

桑田 ・田尾(1998)に よれば,組 織文化 とは,組 織の中で,そ れを構成す る人 々の間で

共有 された価値や信念,あ るいは,習 慣 となった行動が絡みあ って醸 し出された システム

で ある。 またSchneider(1985)や 今井(1996)も 言 うよ うに,組 織文化 は もともと組織

風土研究 としての歴史を もってお り,主 に産業心理学や組織行動論 の分野 で展開されてき

た。 それゆえ風土 や文化 を,個 人心理の集合体 として捉え ることが多 く,そ れは 「組織の

精神」や 「組織の人格」 といった表現 にみてとることがで きる。

つま り,組 織文化 は組織の理念や共有 された価値観 によって形成 されていると同時に,

組織構成員の態度 や行動パ ター ンによって も成立 してい るとい うこ となのであ る。加藤

(2000)や 金(1996)は,組 織文化 と組織 コ ミッ トメン トの間 に相 関関係のあ ることを明

らかに してお り,そ れを裏付 けている。そ こで,次 のよ うな仮説を設定す る。

仮説2-1愛 着的 コ ミッ トメン トは組織文化 に対 して正 の効果 を及 ぼすであろう。

仮説2-2存 続的 コ ミッ トメン トは組織文化 に対 して負の効果 を及 ぼすであろう。

石井 ・奥村 ・加護野 ・野中(1987)に よれば,組 織文化の形成 と伝達 において重要 な機

能を もっているのはHRMの 諸制度 である。 なかで も報酬政策 は組織それぞれに独 自の
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文化 を形作 って い くうえで直 接 の影 響 が あ る と考 え られ る(Wilson,1995)。 それ は

HRMが 適切かつ望 ま しい行動が何 であるか とい うメ ッセー ジを,組 織の構成員 に対 して

送 るよ うになるか らで ある(Hendry,1995)。

また,組 織文化 を形成 している組織 の理念や方針 は,そ の時々の政策 に反映 され ると考

え られる。 そ して反対 に,制 度化 して しま った政策(山 谷,1997)は 本来の効果を失 って

いることが多 いと予想 されるため次 のような仮説 が考え られ る。

仮説3-1革 新的報酬政策 は組織文化に対 して正の効果を有す るであろう

仮説3-2伝 統的福祉政策 は組織文化に対 して何の効果 も有 していないであろう

皿.調 査

本稿 では調査対象企業 として松下電器一社 をと りあげる。それは,松 下電器が 日本 的経

営 を代表す る企業であ りなが ら,そ の経営スタイルを大き く変革 しようとしているか らで

ある。2003年 当時松下電器 はV字 回復 に向け,「創造 と破壊」を経営方針に懸命 な取 り組 み

を続 けていた。それは組織文化 および戦略の変革 を も意 図 した取 り組みであった。 またそ

れに伴 って,も しくはそのために斬新 な人事制度 を矢継 ぎ早 に導入 した。産業界で は 「人

事改革の先進企業」 とさえ評価 されていたので ある(1)。そ してその代表的な例が,本 稿で

取 り上 げる退職金前払 い制度,地 域限定社員制度,早 期退職優遇制度なのである。

1.調 査概要

2001年9月 か ら2002年2月 にか けて,松 下電器で家電製品を製造販売 している事業所

4ヶ 所 を対象 に調査 を実施 した。松下電器産業労働組合を通 じて異な る4つ の事業所 に所

属す る様 々な職種の従業員 に,質 問紙 を配布 し無記名で回答 して もらった。有効回答数 は

667で あった。対象者 は全員非管理職 であった。

有効 回答者 の属性 は次 の通 りである。 まず職位 につ いては,一 般職が437名(65.5%),

下級役付者 が152名(22.8%),上 級役付者 が78名(11.7%)で あった。学歴 については,

中学卒が56名(8.4%),高 校卒が318名(47.7%),短 大 ・専門学校 ・高専卒が62名(9.3%),

大学卒が165名(24.7%),大 学院卒が66名(9.9%)で あった。職種 について は,製 造職 が

253名(37.9%),生 産技術職が43名(6.5%),営 業 ・販 売職が114名(17.1%),管 理 ・企

(1)日 本経済新聞(夕 刊),2001年7月26日 号,3頁 。

-167(731)一



第52巻 第3号

画職が53名(7.9%),技 術 ・研究 ・開発職が161名(24.1%),資 材 その他 が43名(6.5%)

であ った。退職金前払 い制度 の選択者 は141名(21.1%),非 選択者 は526名(78.9%)で あ っ

た。平均年齢は36.8歳(SD9.03),平 均勤続年数は16.4年(SD9.60)で あ った。

2.分 析指標

①HRM施 策 に対す る満足度

「退職金前払 い制度」「地域限定社員制度」「早期退職優遇制度」「従業員持ち株制度」「休

暇制度」「売店 な どの施設政策」の6施 策に対 して満足 しているか否かを尋ねた。 これ ら

は最 も新 しい制度 と従来か らの制度 という観点で,労 働組合の担 当者 と相談 のうえ決定 さ

れた。回答 は5点=「 そう思 う」 か ら1点=「 そう思わない」までの5件 法 によって点数

化 された。なお,地 域 限定社員制度 とは転宅 を伴 う職場移動を命 じない代わ りに,賃 金に

おいて最大約2割 の差 をつけるという制度である。

②会社 の方針 および風土 に対する満足度

「会社 の方針」 および 「会社の風土」に対す る満足度を訪 ねた。回答 は5点=「 そ う思

う」か ら1点=「 そう思わない」 までの5件 法 によって点数化 された。

③組織 コミットメン ト

高木 ・石 田 ・益 田(1997)に よる組織 コ ミッ トメン ト質 問票を用 いた。全項 目を因子分

析 にか けた ところ,3つ の因子が抽 出された(表1)。 因子負荷量 の絶対値が.40以 上の項

目を取 り上 げた ところ,第1因 子は12項 目,第2因 子 は4項 目,第3因 子は3項 目であ っ

た。残 りの1項 目は不採用 とした。Allen&Meyer(1990)に 従 いそれぞれを愛着的要素,

規範 的要素,存 続 的要素 と命名 した。3因 子 による累積寄与率は45.54%で あ った。信頼

性係数 αはそれぞれ.89,.82,70で あ った。

3.結 果

表2に 今回の調 査で用 いた全変数 の記述統 計量 および全変数 間の相関係数 を示 してい

る。比較的強 い相 関が,会 社方針 と組織風土(.43),会 社方 針 と愛着的 コ ミッ トメ ン ト

(.43),組 織風土 と愛着 的 コ ミッ トメ ン ト(.41),退 職金前払 い制度 と地域 限定社員制度

(.42)そ れぞれの間に認め られた。

次 に各HRM施 策 をカテゴ リー化す る目的でHRM施 策に対す る満足度を もとに因子

分析 を実施 した(表3)。 その結果2つ の因子が抽 出 された。第1因 子 に よる寄与率 は
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表1組 織 コ ミッ トメ ン トの 因子 分析結 果

質 問 項 目 愛着 的 規範 的 存続 的

この会 社 が気 に入 って い る0.7660.0350.016

他 の会 社 で はな く,こ の会社 を選 んで本 当 に よか った と思 う0.7560.0270.040

友 人 に,こ の会 社が す ば ら しい働 き場所 で あ ると言 え る0.7200.064-0.094

こ の会 社 の発展 の ため な ら,人 並 み以上 の努力 を喜 んで 払 うつ も り0
.70010.1660.099だ

こ の会社 に いる こ とが楽 しい0.6930.090-0.097

こ の 会社 で働 くこ とに決 め たの は,明 らか に失敗 で あ った 一〇.6800.119-0.024

も う一度就 職 す る とす れ ば同 じ会社 に入 る0.6480.273-o.088

いつ もこの会社 の人 間で い る ことを意識 して い る0.5620.1180.289

こ の会 社 に と って重 要 な ことは,私 に とって も重 要で あ る0.5300.1160.203

こ の 会社 が あたか も自分 自身 の問題 で あ るか の よ うに感 じる0.5080.2180.185

会 社 の ため に力 を尽 くして い ると実 感 した い0.5010.0960.245

こ の 会社 の ためだ け に苦 労 した くな い 一〇.410-0.2660.078

こ の 会社 を辞 め る と,人 に何 といわれ るか わか らな い0.0150.7920.099

会 社 を辞 め る ことは,世 間体 が悪 い と思 う 一〇.0050.7560.209

こ の 会社 を辞 め た ら,家 族 や親戚 に合 わせ る顔 がな い0.1470.7020.218

今 この会 社 を去 った ら,私 は罪悪感 を感 じるだろ う0.2370.5930.010

こ の 会社 を辞 めた い と思 って も,今 す ぐにはで きな い 一〇。0090.0090.673

こ の 会社 を離 れ た ら,ど うな るか不 安 で あ る0.1310.2490.621

灘 葎禦 難 理由の一つ1よ ここを辞めることがかなり%・67・ ・1270.599

この会社 にい るのは,他 によい働 き場所 が な いか らだ 一〇.3690.0860.307

累 積 寄与率25.20%37.27%45.54%

表2全 変数 の相 関8

MeanSD1234567891011121314

1勤 続16.49.6-

2年 齢36.89.0.91**-

3職 位3.11.1.26**.37**-

4学 歴3.21.7-.56**一.3.≪.3s**-

5会 社 の方 針3.10.8-.02-.一.11**一.os-

6組 織 風 土3.30.8-.04-.∴04,02.4..-

7退 職 金前 払 い制 度2.90.7.09'.∴06-.17**.2...Z4**-

8地 域 限定 社 員 制 度3.31.0.14**.*一.02-.21**2s#.30**.42**-

9早 期 退職 優 遇 制 度3.00.9.00-.1-.01-,04,2≪..32**.27**.33**-

10休 暇 制度2.41.0.05.5-.02-.06,0*.04.19".10**,07-

11従 業 員持 ち株 制 度2.90.8-.04-.6-.13**一.10"".17**.18**.24**.15**,1...15**-

12施 設 政策2.60.9-.01.3-.02.01.21**.12**.18".07.1...22**.23**-

13愛 着 的 コ ミッ トメ ン ト38.37.0.11**.11**.15**一.03-.43**一.41**一.17**一.19林 一.1*.一.28**一.26**一.26**-

14存 続 的 コ ミッ トメ ン ト10.52.4.12**.12**.02-is-。06.03-.05.10".0-.13**一.05-.16**.17**-

15規 範 的 コ ミッ トメ ン ト10.33.4.12**.10:.一.03-.11**一.11**一.14**.06-.05.0.06.05.03.28**.30**

aN=667
,職 位:担 当 者e1～ 上 級 役 付 者=5,学 歴:中 学 卒=1～ 大 学 院 卒=6

**;p< .01*;p<.05
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17.57%,第2因 子 を加 え た寄与 率 は29.29%で あ った。 制度 の 内容 か ら第1因 子 を 「革 新

的報 酬 政策 」,第2因 子 を 「伝統 的福祉 政 策」 とそ れ ぞれ命 名 した。

表3HRM施 策の因子分析結果

報酬政策 福祉政策

地域限定社員制度0.6590.072

退職金前払い制度0.5670.304

早期退職優遇制度0.4960。121

施設政策0.0730.492

休暇制度0.0860.425

従業員持 ち株制度0。2000.410

累積寄与率17.57%29.29%

そ こで これ らの政 策 によ る組織 コ ミッ トメ ン トに対 す る影響 力 を 明 らか にす るた め に,

存 続 的 コ ミッ トメ ン トお よ び愛 着 的 コ ミッ トメ ン トを従 属 変数,各HRM施 策 を独 立変 数

とす る重 回 帰 分 析 を行 った。 そ の 結 果 存 続 的 コ ミッ トメ ン トにつ い て は,決 定 係 数 が

.054,愛 着 的 コ ミッ トメ ン トにつ いて は.172で あ った(表4)。 存 続 的 コ ミッ トメ ン トに対

して影 響 力 を有 して い るの は,革 新 的報 酬政 策 の 中で は地 域 限定社 員 制 度 の みで あ った。

また,伝 統 的福祉 政 策 の なか で は休 暇制 度 と施 設政 策 が正 の影 響 力 を有 して いた。 一方 愛

着 的 コ ミッ トメ ン トに対 して は,退 職 金 前 払 い制度 と早 期 退職 優 遇制 度 以外 の政策 が それ

ぞれ正 の影響 力 を有 して い る こ とが 明 らか とな った。 な お,今 回 は仮 説 と直 接 的 な 関係 が

な い こ とか ら規 範 的 コ ミッ トメ ン トにつ いて の分析 を省 略 して い る。

表4重 回帰分析の結果

存続的コ ミッ トメン ト 愛着的 コミッ トメン ト

(独立変数)β β

退職金前払 い制度.071.000

地域限定社員制度 一.144**。111**

早期退職優遇制度 一.021.063

休暇制度.106**203**

従業員持ち株制度.010.166**

施設政策.131**.160**

RZ.054.172

調整済みR2.045.164

F値6.265**22.875**

**・p< .01
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次に類似機能を有 していると考え られ る複数の政策を総合的に実施 した場合の効果 をみ

るために図1の ようなモデルを設定 した。 そこで先 ほどの因子分析結果 に基づ き,退 職金

前払い制度,地 域 限定社員制度,早 期退職優遇制度の潜在変数 と して 「革新 的報酬政策」

を設定 した。 同様 に,休 暇制度,従 業員持 ち株制度,施 設政策 の潜在変数 として 「伝統的

福祉政策」 を設定 した。 さ らに組織文化 は会社方針 に対す る満足 および風土 に対す る満足

の潜在変数 と して考え られてい る。 なお,誤 差変数 はモデルか ら省 略 されている。 また

「革新的報酬政策」 と 「伝統 的福祉政策」 について は共変動 を想定 した。

図1分 析モデル

前述のモデルにつ いて統計処理 ソフ トAmos4.0を 使用 して共分散構造分析 を行 った結

果,適 合度を表す指標 と して最 も多用 されているGFIは0.973,修 正済みGFI(AGFI)

は0.945と 比較 的高か ったものの,確 率 は0。05を下 回る結果 とな った。 そこで,平 均二乗誤

差平方根(RMSEA)を みたところ,0.059で あ った。 これは0。05を上回 る値ではあるもの

の,モ デルを棄却すべき0.1(豊 田,1998)よ りはかな り下回 っていることか ら,こ のモデ

ルを採用す ることに した。分析結果 は表5の とお りである。 なお,報 酬政策か ら退職金前

払い制度,福 祉政策 か ら休暇制度,組 織文化 か ら組織風土 へのそれぞれのパ ス値 は1に 設

定 されている。

重回帰分析 の結果 か らは,す べ ての革新的報酬政策が存続的 コ ミッ トメン トに対 して負

の効果を有 しているわけではない ことが明 らかにな ったが,共 分散構造分析の結果 によれ

ば革新的報酬政策は存続的 コミッ トメン トに対 して負 の効果 を有 していることか ら,仮 説

1-1は 部分 的に支持 されたといえる。

伝統的福祉政策に関 しては,重 回帰分析の結果か ら,従 業員持 ち株制度 の存続的 コ ミッ
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表5共 分散構造分析の結果

パ ス 標準係数

革新的報酬政策 → 存続 的コミッ トメ ント ー.296**

革新的報酬政策 → 愛着 的コミッ トメ ント ー.020

革新的報酬政策 → 組織文化 。638***

伝統的福祉政策 → 存続 的コミッ トメ ント.427***

伝統的福祉政策 → 愛着 的コミッ トメ ント.612***

伝統的福祉政策 → 組織文化 一。250

存続的 コミットメン ト → 組織文化.021

愛着的コ ミットメン ト → 組織文化.585***

革新的報酬政策 → 退職金前払い制度.467

革新的報酬政策 → 地域 限定社員制度.570***

革新的報酬政策 → 早期退職優遇制度.572***

伝統的福祉政策 → 従業員持 ち株制度.434***

伝統的福祉政策 → 休暇制度.433

伝統的福祉政策 → 施設政策.465***

組織文化 → 組織風土.674

組織文化 → 会社方針.635***

***:p< .001**:pG.01

トメ ン トに対 す る効果 を除 いて,各 政策 が 両 コ ミッ トメ ン トに対 して正 の効 果 を有 して い

る こ とが 明 らか とな った。 ま た共 分 散構 造 分析 の結 果 か らは,両 方 の コ ミッ トメ ン トに対

す る比較 的大 きな正 の効 果 が見 出 され た ことか ら,仮 説1-2は ほぼ支 持 された といえ る。

次 に,政 策 を単 独 で捉 え た場合 と,複 合 的 に捉 え た場合 とを比 較 して みた と こ ろ,重 回

帰 分 析 お よ び共 分 散 構 造分 析 の結 果 か ら,概 ね仮 説1-3は 支 持 され た と考 え られ る。 た だ

し,政 策 に よ って は組 織 コ ミッ トメ ン トに対 して影 響 力 を有 して いな い もの もあ るため,

結 論 を 出す の は慎 重 に な る必 要 が あ ろ う。

次 に組 織 コ ミッ トメ ン トの組織 文 化 に対 す る影響 力 を分 析 した ところ,愛 着 的 コ ミッ ト

メ ン トにつ いて は比較 的大 きな規 定 力 を有 して い る ことが 明 らか にな った。 これ に よ って

仮 説2-1は 支 持 された といえ る。 しか し,存 続 的 コ ミッ トメ ン トにつ いて は,有 意 な結 果が

得 られ な か った。 これ によ って仮 説2-2は 支 持 されな か った といえ る。

最後 にHRM政 策 の組 織 文化 に対 す る影 響 力 を分 析 した と ころ,革 新 的報 酬政 策 は組 織

文 化 に対 して正 の規 定 力 を 有 して い る こ とが 明 らか に な り,仮 説3-1を 支 持 す る結 果 と

な った。 しか も.638と い う極 めて強 い規定 力 の存在 が明 らか にな った。 一 方伝 統 的 福祉 政

策 につ い て は,統 計 的 に有意 な結 果 が得 られ な か った ことか ら,仮 説3-2は 支 持 され た とい

え よ う。
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N.考 察 お よ び 残 さ れ た 課 題

組織行動論 の観点 に立てば,組 織における持続的競争優位の源泉 は,そ れを担 う組織構

成員の行動であ り,さ らにそれを規定す る態度であるといえる。 また,そ う した行動 は短

期的 に変動す る不安 定な ものであ ってはな らず,安 定 的な行動パ ター ンである必要があ

る。そ してひ とたび望 ましい行動パター ンが形成 され るよ うになれ ば,そ れが組織風土や

文化へ と結実 してい くもの と考え られる。

本稿 ではこうした観点に基づいたうえで特 に,存 続的な コミッ トメン トに注 目して議論

を進めてきた。仮説 がほぼ支持されたことか ら,現 代の 日本企業 における革新的報酬政策

は組織構成員 の存続的な コミットメン トを弱 めることを 目的に導入 されていることが示唆

された。 これによって,従 来か ら日米 における組織 コ ミットメン トに対す る志向性の差異

が議論 されてきたが,一 元的 に組織 コ ミッ トメ ン トを捉え るのではな く,少 な くとも今回

のように二元 的に捉 えることが必要であることが明 らかになった。つ ま り,米 国における

ハ イコ ミッ トメ ン トとは,高 い愛着的コ ミッ トメン トを指 してお り,そ れは 日本 において

も有効 であるということである。

しか し,伝 統的福祉政策が愛着的なコ ミッ トメン トに対 してだけでな く,存 続的 コ ミッ

トメ ン トに対 して も比較的大 きな正の効果を有 していることが明 らか にな ったことか ら,

もし企業が存続的なコ ミットメ ン トを弱め ようとするのであれば,こ れ らの福祉政策につ

いて も見直すべ きであることが示唆 される。 ただ,こ れ ら福祉政策 は愛着 的コ ミッ トメン

トを高める源泉で もあるため,政 策変更の程度 については慎重な検討が必要 とな るであろ

う。

今回,組 織文化 を組織 コ ミットメン トの成果 として捉え,存 続的コ ミッ トメン トの規定

力 をみよ うとしたが,有 意 な結果 を得 ることがで きなか った。 しか し,こ れまで述べてき

た とお り,存 続的 コ ミッ トメン トは組織 に対す る組織構成員 の依存 を表す指標 として有効

であるように思われる。つ ま り組織にとってはあま り望ま しくない帰属意識 である可能性

が高い ということである。今後 は成果要因 につ いてよ く検討 した うえで調査分析 をす るべ

きであろう。 また,今 回は組織 コ ミッ トメン トが組織文化 を規定すると考 えたが,そ の逆

も考え られ得 る。組織文化が会社の方針や組織風土 によって形成 されて いるのであれば,

組織 コ ミッ トメン トがそれ らによって影響を受 けるのは十分考え られ ることである。

最後 に本研究 におけるこれ ら以外 の課題 につ いて言及 しておきたい。 まず調査対象であ
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る。今 回は松下電器一社 のみの調査 であ った。HRM政 策 は企業 によ って千差万別で あ

り,類 似の政策を採用 していた として も微妙 に異 なっているものである。そ こで今回は近

年最 も革新 的なHRM政 策を導入 し続 けている企業 を選択 し,企 業 間における統制の手 間

を省 くことに した。 もちろん,一 社のみによって 日本企業の全体が捉え られるわけではな

いので,今 後 はこの結果 に普遍性 をもたせ るために も対象企業 を広 げて調査 をする必要が

あるだろう。

また,今 回 は成果主義的な利潤分配政策 や年俸制 さらには評価 制度を取 り上 げなか っ

た。HRM政 策間の水平適合の問題は類似機能を有 した政策 に限定 されるわけではない。

教育や採用 とい った様 々なHRM施 策 も含 めて広範 な議論が必要で あろう。 さらに今回

は組織戦略 につ いて調査を行 っていない。近年のHRM論 で は戦 略 との垂直適合 が盛 ん

に議論 されてお り(例 えばArthur,1992;Schuler&Jackson,1987;Wright&McMa-

han,1992),今 後は こうした視点を盛 り込む必要 もあろう。

さらに政策導入 のイ ンパ ク トにつ いてである。実務家 の関心 は,政 策が所期の 目的を達

成 したか否か という点にあると考え られる。つま り,導 入 された政策 によって実際 に組織

に変化が生 じたか という点なのである。 この点を明確 にす るためには,経 年的な調査 を行

う必要 がある。 また,今 回は代理変数 としてHRM政 策 に対す る満足度を使用 したが,こ

の点につ いて もさらなる工夫が必要であろう。

最後 に本稿では,退 職金前払い制度 や地域限定社員制度な ど,社 員 自 らが任意 に選択す

ることのできる制度 を取 り上げた。 これ らの政策 は直接便益を受 ける者 とそ うでない者 と

に社員 を二分す る。 これまでの研究を概観すれば,こ うした政策の効果 は,政 策 による便

益を享受す る組織構成員 にのみあるとす る研究(Chiu&Ng,1999;Islam,1997)と,そ

うではな く便益を享受 しない構成員 に対 して も効果があるとす る研究(Grover&Crook-

er,1995;Tuckereta1。,1989)と に分 け られ る。組織全体 に対す るイ ンパ ク トを検証 し

なければ完全 な政策評価 とはいえない。政策 の便益を受 けない構成員 に対 しては無関心 に

な りがちな ものである。今後の研究蓄積が待 たれる分野 である。
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